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【要旨】 
下水処理場の環境を利用した資源回収・生産手法の確立に向け、「効果的な栄養塩分離技術の開発」、「電気分解

による下水汚泥からの有用資源回収」、「下水汚泥焼却灰施肥時の長期的な安全性評価」、「下水中の栄養塩を活用

した藻類の培養」、「藻類を用いたメタン発酵の可能性の検討」を行った。「下水中の栄養塩を活用した藻類の培養」

では、下水処理水のみを藻類培養に用いたところ、藻類の培養が可能で、種が流速や培養日数により異なること

が確認された。また、「電気分解による下水汚泥からの有用資源回収」では、濃度の異なる汚泥に生成物に与える

影響を調査した。「藻類を用いたメタン発酵の可能性の検討」では、下水処理水で培養された藻類が下水汚泥とと

もにメタン発酵がすることが確認された。 

キーワード：下水処理、栄養塩、電解処理法、肥料化、藻類培養 
 

1．はじめに 

世界的な食料増産・バイオマス生産のため、肥料

用鉱石が戦略物資と産出国で位置づけられ、安定的

な肥料の確保が食料安全保障と関連して国家的な課

題となってきている。下水汚泥中には食品残渣並び

にその代謝物として高濃度の栄養塩が存在しており、

これらを回収して資源利用する手法を検討する必要

がある。また、下水処理水中の低濃度の栄養塩につ

いても、除去することで放流先の公共水域の水質改

善につながることから、極力有効利用することが望

ましいと考えられる。さらに、利用の際には、安全

性を確認する方法も必要である。これらの達成に向

け、平成 22 年度は、「効果的な栄養塩分離技術の開

発」、「電気分解による下水汚泥からの有用資源回収」、

「下水汚泥焼却灰施肥時の長期的な安全性評価」、

「下水中の栄養塩を活用した藻類の培養」、「藻類を

用いたメタン発酵の可能性の検討」を行った。 

 
2． 効果的な栄養塩の分離技術開発 

下水処理場において水処理系プロセスから除去さ

れた汚泥は有機分が多く含まれ、エネルギー資源と

しての価値が見直されてきている。また、汚泥中に

はリン等の栄養塩が豊富に含まれている。汚泥処理

プロセスは濃縮、消化、脱水、焼却等の各工程を経

て汚泥の減量化や資源化を行っていくプロセスであ

る。濃縮は汚泥処理プロセスの始めに位置するため、

濃縮の効率化によって汚泥処理設備規模の縮減や運

転経費の低減が可能となる。そこで、重力濃縮槽の

機能改善技術である「みずみち棒」のさらなる効果

向上に資するため、重力濃縮槽における濃縮濃度向

上の機構に関する実験を行った 1)。 
 
2．1 実験方法 
実験は重力濃縮槽内で汚泥が沈降していく状況を

把握するために小型の水槽を使用して行った回分試

験とみずみち棒の効果を確認するために大型の水槽

で行った回分試験の 2 通り行った。 
図 2.1 に φ167mm 実験水槽を示す。汚泥が沈降し

ていく状況を把握するための実験は φ167mm 深さ

300mm の水槽に汚泥を 250mm の深さまで投入し、

20℃の恒温室で回分試験を行った。みずみち棒は

φ18×1 本、0.86min-1という条件で運転した。供試汚

泥は実際の下水処理場から採取してきた OD 法の余

剰汚泥（TS≒20g/L）を水道水で希釈し、濃度の調

整をした。沈降の様子は 10 分毎にデジタルカメラの

自動撮影により記録した。汚泥濃度は、ピペットを

使用して各高さの汚泥を採取し、下水試験方法に基

づいて TS を測定した。 
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図 2.1 φ167mm実験水槽 

 

 
図 2.2 φ600mm実験水槽 

 
図 2.2 に φ600mm 実験水槽を示す。みずみち棒の

効果を確認する実験は平成 22 年 7～8 月にかけて土

木研究所内の水質実験施設で行った。みずみち棒は

φ18、32mm、0.05～1min-1の間の条件で運転した。供

試汚泥は OD 法の余剰汚泥（TS≒20g/L）を実際の

処理場から採取し水道水で希釈して濃度の調整をし

た。汚泥を充分に攪拌した後、24hr の回分試験で沈

降の様子を 30 分毎にデジタルカメラの自動撮影に

より記録した。底部の汚泥濃度計測は水槽側面の引

き抜き栓から汚泥を引き抜き、下水試験方法に基づ

いて TS を計測した。 
 
2．2 結果 
2．2．1 初期汚泥濃度と初期沈降速度 
φ167mmの実験水槽を用いた初期汚泥濃度の違い

による沈降曲線を図 2.3 に、初期沈降速度と初期汚

泥濃度を図2.4に示す。初期汚泥濃度4.7g/L、6.4g/L、
8.8g/L の場合を比較すると、初期汚泥濃度が高いほ

ど沈降は遅く、初期汚泥濃度が低いほど沈降は速く

なった。初期沈降速度の算出は沈降曲線から等速沈

降が終了したと確認できる時間までの回帰直線を

算出し、その傾きを初期沈降速度とした。初期濃度

が低くなるに従い初期沈降速度は速くなることが 
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図 2.3 初期汚泥濃度の違いによる沈降曲線 
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図 2.4 初期沈降速度と初期汚泥濃度 

 
確認できた。また、初期沈降速度は初期濃度の累乗

で近似出来ることが示された。 
 
2．2．2 汚泥層内の濃度分布 
φ167mm の実験水槽で初期汚泥濃度 6.28g/L の場

合について、図 2.5 に 24hr 回分試験における沈降曲

線、図 2.6 に各経過時間の界面高さと汚泥濃度を示

す。沈降曲線の結果から 1hr 後には等速沈降はほぼ

終了しており、3hr 以降界面高さはほとんど低下し

ていない。汚泥層内の濃度分布は、0hr 時に 6.28g/L
で均一であった濃度分布が 3hr 後には上澄水と沈澱

した汚泥に分かれ界面付近の汚泥濃度が 7.1g/L、底

部汚泥濃度は 12.6g/L であった。6hr 後には界面付近

の汚泥濃度が 8.4g/L、底部汚泥濃度は 13.9g/L となり、

24hr 後には界面付近濃度が 9.7g/L、底部の汚泥濃度

は 14.2g/L となった。 
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図 2.5 24hr回分試験における沈降曲線 
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図 2.6 各経過時間の汚泥層内の汚泥分布 

 

 

2．2．3 みずみち棒の効果 
 みずみち棒の存在に伴う沈降曲線と底部濃度の変

化を比較するため、φ600mm の水槽で実験を行った。

図 2.7 に初期汚泥濃度 4.0g/L の場合の沈降曲線と底

部汚泥濃度、図 2.8 に初期汚泥濃度 10g/L の場合の

沈降曲線と底部汚泥濃度を示す。初期汚泥濃度

4.0g/L では、実験開始直後から汚泥界面高さの沈降

速度が速く、みずみち棒ありの方が棒なしに比べて

わずかに沈降速度が早かった。沈降は 10hr 程度で落

ち着き、実験開始 24hr ではどちらも 17cm となった。

底部汚泥濃度は実験開始から 6hr まではみずみち棒

ありの方が濃度が高く 17g/L を示したが、その後濃

度は低下した。初期汚泥濃度 10g/L では、汚泥界面

高さの沈降速度が遅く、棒なしの場合は界面低下が

ごくわずかであるが、みずみち棒ありの場合はみず

みち棒なしに比べて沈降速度が速かった。底部汚泥

濃度もみずみち棒なしの場合は変化がごくわずかで

あるのに対して、みずみち棒ありの場合はみずみち

棒なしに比べて底部汚泥濃度は高く、界面高さと底

部汚泥濃度が同じような変化を示した。 
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図 2.7 沈降曲線と底部濃度 (初期汚泥濃度

4.0g/L) 
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図 2.8 沈降曲線と底部濃度 (初期汚泥濃度 10g/L) 
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2．2．4 Coe-Clevenger の計算方法の準用 
実験で得た結果から、重力濃縮槽における濃縮濃

度を推測するため Coe-Clevenger（コークレベンガ

ー）の計算方法を準用した。 
図 2.9 に重力濃縮槽における固形物流量線図を示

す 2)。濃縮槽において固形物負荷は汚泥の濃縮条件

を決定する上で重要な因子である。固形物の限界負

荷を検討する方法として Coe-Clevenger の計算方法

が提案されている 3)。本計算では、①投入した固形

物は越流することなくすべて底部から引抜かれる、

②濃縮槽の水面積は水深にかかわらず一定で、固形

物の移動速度は汚泥自体の沈降速度 Vi と底部から

の汚泥引抜きによる時間によって変化しない移動速

度 Vu(制御可能な操作因子)によって移動する、③投

入固形物負荷は連続して一定量を供給する、という

仮定を行っている。 
沈降固形物負荷と引抜固形物負荷の和が投入固形

物負荷を越えると汚泥界面が低下し、逆に沈降と引

抜の和が投入を下回ると汚泥界面が上昇して汚泥が

溢流する。汚泥界面を維持するためには沈降と引抜

の和が投入とつりあうことが必要となる。 
 沈降の効果が期待できない濃縮槽底部では、一定

量の連続投入負荷(G)と一定の流量 Vuでの汚泥引抜

を仮定すると、界面を維持するためには投入固形物

負荷と引抜固形物負荷が等しくなる引抜濃度は Cu= 
G/Vu となる。計算上は引抜速度を遅くするほど引抜

汚泥濃度が濃くなるが、実際にはある引抜速度以下

にすると汚泥界面が上昇し汚泥が溢流するため、引

抜負荷曲線と接する場合に極限状態における引抜濃

度 Cu1が求まる。既往の回分試験結果から、みずみ

ち棒は初期沈降速度を大幅に改善することが分かっ

ていることから 4)、回分実験における初期沈降速度

が連続投入されている重力濃縮槽の沈降速度と同等

と考えられれば、みずみち棒の導入によって沈降固

形物曲線が上方へ移動するため、引抜速度を遅くす

ることが可能となり引抜濃度を Cu1から Cu2へ高め

る事ができるといえる。 
 図2.10にみずみち棒による固形物負荷の改善効率

を示す。初期沈降速度から算出した沈降に伴う固形

物負荷（沈降負荷）を計算し、棒無しのケースを×

印、φ18 のみずみち棒 4 本のケースを△、φ32 のみ

ずみち棒 4 本のケースを○で示すと、棒無しのケー

スに比べてみずみち棒ありのケースの方の沈降負荷

が高くなっており、汚泥濃度が濃いほどみずみち棒

によって沈降負荷を高める効果が大きい結果となっ

た。 
 図2.11に実験結果から得られた固形物負荷を示す。

実験結果から得られた初期沈降速度に初期汚泥濃度

を掛けた値が固形物負荷となり○印で示す沈降固形

物負荷曲線が得られる。また、φ167mmの実験水槽

で初期汚泥濃度 6.28g/L の場合における沈降固形物

負荷を十印で示しており、ほぼ沈降固形物曲線上に

位置している。△印は濃度分布を調べた時の 24hr
後の汚泥濃度を表し、界面付近濃度が 9.7g/L、底部

の汚泥濃度は 14.2g/L となっていた。 
一方、実験用の汚泥を採取した施設の運転状況は

投入汚泥濃度が 6.7g/L、引抜汚泥濃度が 18g/L、投

入固形物負荷が 1.4kg-ds/m2･hr、汚泥層厚が約 2m で 

図 2.9 重力濃縮槽における固形物流量線図 2)をもとに作成 
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図 2.10 みずみち棒による固形物負荷の改善効果 
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図 2.11 実験結果から得られた固形物負荷 

 
あった。そこで、投入固形物負荷が 1.4kg-ds/m2･hr
で実験により得られた沈降固形物負荷に接する引抜

負荷線から引抜濃度を求めると約 10g/L となった。

この値は回分実験における 24hr 後の界面付近の汚

泥濃度とほぼ同等であった。また、実験時の底部汚

泥濃度、実施設の引抜汚泥濃度はさらに高くなって

いた。 
 
2．3 考察 
本研究では、みずみち棒の導入により初期沈降速

度が増加したことによる固形物負荷の増加が、引抜

汚泥の汚泥濃度に及ぼす影響についての検討を行っ

た。 
 図2.12は実験結果を実施設に適用した場合に考え

られるみずみち棒による濃縮汚泥濃度向上の機構を

示した固形物負荷の概念図である。固形物負荷線図

では、濃縮汚泥の引抜濃度は固形物負荷曲線と引抜

線から推定できることが報告されている 2、3)。投入

負荷が一定で変化せず、界面高さが一定になるよう

引抜量を制御している重力濃縮槽を想定した場合、

みずみち棒を導入することにより、引抜速度を遅く

できる（すなわち図中の点線のように直線の傾きが 

 

Ｇ
：
固

形
物

負
荷

（
kg

/h
r ・

m
2 ）

Ｃ：汚泥濃度
（kg/m3）

投入負荷

みずみち棒なしの

引抜濃度

みずみち棒ありの

引抜濃度

Vu
引抜き速度

みずみち棒による
沈降性の改善効果  
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なだらかにする）ことによって、引抜濃度を高める

ことが表現できると考えられた。 
 
2．4 まとめ 
本実験により以下の事項が明らかになった。 

1)  回分式の汚泥沈降実験の結果、初期濃度が低く

なるに従い初期沈降速度は速くなり、またみずみ

ち棒の存在により初期沈降速度が向上している。 
2) 引抜汚泥濃度を予測するために Coe-Clevenger 
の計算方法を準用したことによって、みずみち棒

による初期沈降速度の向上によって沈降固形物負

荷が上昇し、その結果汚泥濃度が増加することが

推定された。 
3)  Coe-Clevenger の計算方法を準用したことによ

って、汚泥濃度を増加させるには引抜速度を遅く

することが有効であると考えられた。今後は引抜

量の制御や、汚泥の腐敗等の影響について検討を

行う必要がある。 
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3．電気分解による下水汚泥からの有用資源回収 

本研究では下水処理場に集約されている栄養塩類

を可能な限り多量で、かつ、資源として利用しやすい形

で回収することを目的としている。処理場のマテリアル

フロー中で比較的高濃度にリンを含有している消化汚

泥や消化汚泥の脱水分離液から電解処理によってリン

等の回収物の組成と量を調べる。また、電解の阻害要

因として SS の影響を調べる。 
 
3．1 実験方法 
図 3.1 に回分試験装置、表 3.1 に実験条件を示す。

実験は容量 8L の角型水槽に試液を各実験条件で投

入し、チタン母材に白金メッキを施したメッシュ状

の電極を陰極４枚、陽極４枚を交互に 1cm 間隔で配

置した。電極一枚あたりの接水部面積は幅 8cm×水
深 33.5cm で陰極、陽極とも有効面積は 268cm2であ

る。定容量直流電源装置（菊水電子工業製 PAS40-27）
にて直流電源を流し、24hr 回分試験を行った。 
消化汚泥、消化汚泥脱水分離液は実下水処理場よ

り採取し、case2、case3、case4 は水質水文実験棟で前

処理を行った。なお case3 は case2 の上澄みと case4 の

汚泥を 50%づつ混ぜ合わせたものである。 
図 3.2 に回分試験時の採取試料を示す。実験中の

サンプルの採取はピペットで水面下2cm付近の液を

採取した。実験終了後のサンプルは、電解によって

発生する細かい気泡によって水槽上部に浮上した泡

状の物質を浮上物として回収した。沈殿物は水槽内

の上部の液を捨てた後、底部に沈澱している残水と

ともに回収した。析出物は電極を取り出し、実験に

使用した液を捨てた後、水槽内にイオン水を満たし

逆電圧（リバース）をかけて電極に析出している物

質を電極からはがした。その後、底部に沈んでいる

析出物を沈殿物と同様の方法で回収した。 
 

 
 (左) 写真       (右)概略図 

図 3.1 回分試験装置 
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図 3.2 回分試験時の採取試料 

 

 

表 3.1 実験条件 

 試料 前処理 
電解条件 初期条件 (mg/L) 

時間 電圧 電流 TS VS SS TOC T-P D-T-P PO4-P 

case1 
消化汚泥 

脱水分離液 
－ 24hr 

定電圧 

4.5V 

5.5 

↓ 

6.1A 

800 160 42 61 63 68 68 

case2 
消化汚泥 

(上澄み) 

遠心分離 

2000min-1 

20分 

24hr 

3.14 

↓ 

3.98V 

定電流

4.0A 
1584 864 410 273 93 98 82 

case3 消化汚泥 
SS濃度 

調整 
24hr 

3.03 

↓ 

4.00V 

定電流 

4.0A 
5638 1926 4475 296 219 76.2 74 

case4 消化汚泥 ダイレクト 24hr 

3.06 

↓ 

4.02V  

定電流 

4.0A 
9544 6496 9425 174 318 84 81 

 陽 

陰 

陽 

陰 

陽 

陰 

陽 

陰 

沈殿物 

析出物 

陽 

陰 

陽 

陰 

陽 

陰 

陽 

沈殿物 

浮上物 
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3．2 分析方法 
採取した試料の分析は、実験前後の液相の SS、TS、

VS、金属類（Al、Ca、Fe、K、Mg、Na、P）の分析

を行った。金属類については粒子保持能（保持効率

98%）2.7μm のガラス繊維ろ紙(GF/D, Whatman 社)
でろ過した溶解性の試料も分析し、実験後の回収物

については金属類の分析と炭素、水素、窒素分析を

行った。 
SS、TS、VS の測定方法は下水試験方法に準拠し、

金属類の分析は ICP 発光分光分析法（パーキンエ

ルマージャパン社、Optima3000）を用い、回収物

は凍結乾燥等による乾燥の後、加圧ボンベ法で分

解後分析を行い、液体の試料は硝酸による分解の

後分析を行った。炭素、水素、窒素の分析は CHN
分析計（アムコ社、FLASHEA1112）を用いて分析

を行った。 
 

3．3 結果・考察 
3．3．1 消化汚泥への適用 
図3.3に実験前後の液相に含まれる金属類を示す。

電解法によって栄養塩類の回収をする際の SS との

関係を調べるため、消化汚泥で SS が薄い case2
（SS410mg/L）、濃い case4（SS9425mg/L）、その中

間の case3（SS4475mg/L）について比較を行った。 
実験前後の溶解性金属類について、リン、マグネ

シウム、カルシウムは 3 ケースとも低下を示し除去

されていることがわかったが、カリウムはほとんど

除去されていなかった。リン濃度は SS によらず 0hr
では 70mg/L 程度で一定で、0hr でのリン濃度と 24hr
でのリン濃度の差であるリンの低下量は SS が高い

ほど多くなっていた。 
一方、実験前後の液相に含まれる金属類の全量に

ついて、case2（SS410mg/L）、case3（SS4475mg/L） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3 実験前後の液相に含まれる金属類 
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は低下を示しており除去されていることがわかった。

しかしそれに対し、case4（SS9425mg/L）では、リン、

マグネシウム、カルシウム、カリウムだけでなく、

すべての金属類が増加を示していた。実験前後の TS
を比較すると、case3（SS4475mg/L）の TS は 0hr で
5638mg/L、24hr 後に 1740mg/L で 31%の減少であり、

case4（SS9425mg/L）の TS は 0hr で 9544mg/L、24hr
後に 15882mg/L で 166%の増加であった。全リン濃

度は SS が高いほど固形分に含まれるリンの量が多

くなるため、濃度の値は高くなっていた。 
図 3.4 に初期全リン濃度と溶解性リン除去率を示

す。実験前 0hr の溶解性リン濃度から、液相からの

リン除去率を計算したところ、SS が低いほど除去率

は低く、SS が高いほど除去率は高い値となった。実

験前後で液相からの溶解性のリン除去率は、浮遊物

質による阻害を確認することは出来なかった。 
 図3.5に実験後の回収物に含まれる金属類を示す。

case2 では沈殿物においてリン、マグネシウムの割合の

高い回収物を得ることができ、その全リン濃度は

190mg/g-dry でリン鉱石と同等であった。一方、case3、
case4 での回収物は全リン濃度は 30mg/g-dry 前後であ

り、今回使用した消化汚泥そのものの T-P が

31mg/g-dry であったことと、回収した時の様子からほと

んどが汚泥であった考えられる。 
カリウムは沈殿物中に含まれるが消化汚泥そのもの

の全カリウム 9mg/g-dry と同等かそれ以下だった。析出

物からはほとんど検出できなかった。 
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図 3.4 初期全リン濃度と溶解性リン除去率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5 実験後の回収物に含まれる金属類 
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リンは、case2 の沈殿物では高濃度のリン化合物を回

収できたが、それ以外ではほとんどが汚泥と同等のリン

濃度であった。浮上物は電解に伴って発生した微小な

気泡によって汚泥が浮上濃縮したもので、電解の作用

を受けていないためほとんどが汚泥と考えられる。析出

物は電解によって汚泥中物質が電極に析出あるいは

付着したものである。それにもかかわらず、T-P が小さ

いのは陰極で析出したリン化合物に比べ陽極に付着し

ている汚泥が大半を占めるためだと考えられる。一方、

沈殿物の SS410mg/L だけが T-P が高いのは、陰極で

析出した析出物が気泡の作用などによって、成長する

前に電極からはがれ、沈澱しているものと想定される。

SS が高いと沈殿物のほとんどが沈降した汚泥となり、

T-P が低くなっていると想定される。 
 
3．3．2 脱水分離液への適用 
図 3.6 に電解前後の液相の溶解性金属類分析を示

す。case1 の溶解性のリンが多く含まれ SS が少ない

脱水分離液で電解をした場合の回収物を調べる実験

を行った。 
液中の T-P は実験開始時 65mg/L だったものが実

験終了後 55mg/L に減少し除去率は 15％であった。 
一方、マグネシウムは 7.2mg/L から 1.4mg/L まで減

少し除去率は 81％、Ca は 28.5mg/L から 7.8mg/L ま

で減少し除去率は 73％であった。 
また、液相から除去した元素の割合はマグネシウム

やカルシウムが多いためMAPやHAPを回収できた

と想定される。初期状態におけるマグネシウムとリ

ンの重量比率は Mg/P＝7.17/65.02＝0.11、モル比は

0.14 であった。 
 図3.7に電解後の回収物に含まれる金属類を示す。

沈殿物、析出物ともにリンの含有量が高い物質を回

収することができた。また、沈殿物はマグネシウム

とカルシウムが同程度なのに対し、析出物はカルシ

ウムの割合が高くなっていた。 
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図 3.6 電解前後の液相の溶解性金属類分析 

 金属類の分析結果と CHN の分析結果から、図 3.8
に消化汚泥脱水分離液を電解したときの回収物組成

を示す。沈殿物は Mg が多いことから MAP 主体、

リバースによって回収した析出物は Ca が多いこと

から HAp 主体と想定され、畜産排水処理水での研究

結果と同様 1)の結果となった。 
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図 3.7 電解後の回収物に含まれる金属類 
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図 3.8 消化汚泥脱水分離液を 

電解したときの回収物組成 
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図 3.9 回収物の収支 

 
3．3．3 栄養塩類の収支 
図 3.9 に回収物の収支を示す。回収物は沈殿物が

177mg、析出物が115mg得られた。8Lの液中に520mg
あったリンから沈殿物に 31mg、析出物に 18mg、合

計 49mg のリンを回収し、回収率は 9.4%（=49/520）
であった。合計の収支で未回収となっているものは

浮上物中へ移行したもの、析出物を回収した際のリ

バース液中に残ったもの、リバースで落としきれず

に電極に残ったものが考えられる。 
 
3．4 まとめ 

本実験により以下の事項が明らかになった。 
1) 消化汚泥を電解する場合、液相から溶解性のリ

ンの除去をする際、高 SS であっても除去の阻害

は確認されなかった。 
2) 消化汚泥を電解する場合、陽極に汚泥の付着が

見られた。電解晶析物を回収するには、それらと

分離して回収する方法が必要であると考えられた。 
3) SS の影響が少ない消化汚泥を遠心分離した上

澄みを使用した SS が 410mg/L の試料（case2）
を電解した結果、リン鉱石と同等のリン濃度の化

合物が回収できた。その成分はカルシウムより、

マグネシウムが多かった。 
4) 消化汚泥の脱水分離液を電解した結果、沈殿物

にマグネシウムが多く、析出物にカルシウムが多

く含まれていた。 
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4. 下水汚泥焼却灰施肥時の長期的な安全性評価

下水汚泥焼却灰の肥料資源化を検討する上で、長

期的な安全性の評価は不可欠である。ここでは、下

水汚泥焼却灰が農地還元される場合を想定し、下水

汚泥焼却灰を混合した各種土壌に対するライシメー

ター試験を実施し、降雨に伴うライシメーターから

の浸出水を分析することで、実環境に近い状況下に

おいて、長期的な金属類の流出状況を把握し、焼却

灰中各種元素の挙動に関する考察を行った。 

 
4.1 方法 

図 4.1 のような４つのライシメーター内に、表 4.1
の条件で各種土壌及び下水汚泥焼却灰を充填し、そ

れぞれの土壌(及び焼却灰混合物)の成分分析を実施

した上で、降雨に伴う金属類の流出試験を実施した。

試験には、北海道長万部町に設置していた過給式流

動炉により平成 22 年度に生産された下水汚泥焼却

灰を用いた。吸着性の異なる土壌間での流出状況の

比較を行う観点から、実際の農地から黒ボク土及び

水田土の二種類の土壌を採取し、試験に用いた。一

般的に、黒ボク土は、活性アルミニウムによりリン

酸を固定化し、また、保水性や透水性が高い 1)。分

析項目は浸出水量、pH、EC、SS、T-N、金属類とし、

金属類は二週間に 1 回程度、その他の項目について

は降雨ごとに分析を行った。試験は 12 月から開始し、

現在も継続中である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 ライシメーター模式図 
 

表 4.1 土壌及び焼却灰の投入条件 
 

 

 

 

4.2 結果 

4.2.1 総流出量 
試験開始時に実施した土壌及び焼却灰混合物の成

分分析結果を図 4.2 に示す。ほとんどの元素について、

焼却灰を混入した系の方が含有量が大きくなっている

が、Al, Feについては同等或いは土壌単独の系の方が

含有量が大きくなっており、土壌中に豊富に含まれる

成分であることが分かる。 
 
 
 
 

 
 
 

図 4.2 試験開始時に実施した土壌及び焼却灰混合

物の成分分析結果 
 
 また、試験期間中の金属類の総流出量を図 4.3 に示

す。焼却灰が投入された両方の系(No.3 および 4)の浸

出水の Ca, K, Mg, Na, B, Zn, Se, Mo, Cd, Te, Ti の濃度

は、焼却灰が投入されていない両方の系(No.1 および

2)の浸出水と比べて、いずれも高かった。ただし、これ

らの濃度の差はごくわずかな物もあり、焼却灰による影

響であるかどうかは今後、調査を重ねて解析する予定

である。また、これら以外の元素については、土壌の吸

着性による差の影響も考えられ、同じく、調査を重ねて

解析する予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3 ライシメーター浸出水の各元素の総流出量 

 
4.2.2 流出量の時間変化 
 各元素の流出量の時間変化を整理したところ、流出

の傾向は、表4.2に示す通り、凡そ4グループに大別で

きた。図 4.4～4.7に各グループの代表的な元素の流出 
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     図4.4 Cd(Group1)の流出量の時間変化 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図 4.5 Ni(Group3)の流出量の時間変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 Al(Group2)の流出量の時間変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.7 Mg(Group4)の流出量の時間変化 
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量の時間変化を示す。また、参考に流出液の SSの時

間変化についても図 4.8 に同様に示す。なお、11 月

29 日の試験開始時には、土壌及び焼却灰を投入しな

い状態で一度通水し、金属類の測定を行っている。 
図 4.4～4.7 より、全体を通して、水田土に焼却灰

を混入した No.4 は、含有量の多寡によらず、初期

に大きな流出のピークが見られ、その後、Group1
～3 については流出量が急激に減少する結果となっ

た。No.3 については、同様に焼却灰が混入されてい

るが、Group4 を除いて No.4 とは大きく流出傾向が

異なっており、総じて流出量は小さくなった。これ

は、前述した通り、黒ボク土の吸着力が強いことが

影響していると思われ、金属類の流出傾向は土壌種

によって大きく左右されることが本実験においても

確認された。また、Group4 では例外的に No.3 と

No.4 の流出量が同程度となっているが、Group4 の

元素にはアルカリ金属・アルカリ土類金属が多く含

まれており、4.2.3 において後述するような現象が関

係している可能性が高いと考えられた。 

また、Group2 の元素については、No.2 が No.4
よりも総流出量が大きくなっており、特徴的であっ

た。図 4.2 に示した Al, Fe に代表されるように、土

壌中の含有量が大きい元素であることも一因と思わ

れるが、No.2 と No.4 の総流出量は、最大でオーダ

ー1 桁程度離れており、含有量以外の要素が影響し

ている可能性がある。 

図 4.8 には流出液の SS の時間変化を示したが、

流出液中の金属類は、大きく SS 粒子（1μm以上の

浮遊物）、コロイド粒子（1μm以下の浮遊物）（文献）、

土壌及び焼却灰からの溶出液、の３種類の形態で存

在しており、図の結果は、SS 粒子の影響度を判断

する際の材料となり得る。なお、SS 粒子の寄与に

関する定量的な考察は 4.2.3 にて行う。図より、No.4
については、Group1～3 と類似の流出傾向を示して

おり、焼却灰中の金属類は、主に SS 粒子の形で流

出している可能性が高いと言える。ただ一方で、SS
の値が極めて低レベルまで減少しているのに対し、

Group3, 4 の元素については未だにある程度の流出

が見られることから、これらの元素については、一

定時間経過後は、主にコロイド粒子及び溶出液の形

で流出しているものと思われた。コロイド粒子及び

溶出液の形で流出していると思われるGroup3, 4の

元素は、実際の農地において流出しやすいことが推

測され、特に注目すべき元素であると思われた。 
  

4.2.3 流出量の構成 
No.2 及び No.4 の各元素について、金属類含有量、

SS 濃度、総流出量を元に、図 4.9 及び図 4.10 の通

り、SS 粒子由来、及びコロイド粒子・溶出液由来

の流出量をそれぞれ推定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.9 各元素の流出量の構成（No.2） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4.10 各元素の流出量の構成（No.4） 

 
 先述した通り、Al, Fe 等の元素は、No.2 の総流出

量が No.4 よりも大きくなっているが、図より、No.2
はコロイド粒子・溶出液由来のものが多く、No.4 は

SS 粒子由来のものが多かった。従って、焼却灰を

大量に混入させることで、何らかの作用が働き、土

壌由来のコロイド粒子・溶出液の流出が抑制された

可能性がある。 

 また、No.4 では Al, Fe, P といった元素について

は SS 粒子由来の流出が大部分を占めているが、Ca, 
K, Mg, Na についてはコロイド粒子・溶出液由来の

流出が圧倒的に大きくなっており、No.2 についても、

程度の差はあるが、No.4 と同様の傾向となった。 
 また、焼却灰を混入した No.4 では、これらの元

素の溶出液由来の流出量が極めて大きくなっており、

焼却灰を混入したことで何らかの作用が働き、イオ

ンの置換が促進された可能性がある。同様の現象は、

No.3 においても見られることから、土壌種には無関

係の作用であると思われる。 

 今後は、以上の未解明なメカニズムについて検討
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を行うと共に、今回の試験では、焼却灰の混入量を

極端に大きく設定していることから、適切なレベル

に低減した場合、同様の現象が見られるかどうか確

認する必要がある。 

 
4.2.4 環告 46 号試験結果との比較 
 本試験における下水汚泥焼却灰からの金属類流出

量のレベルを評価するため、下水汚泥焼却灰に対す

る環告 46 号試験結果との比較を行った。同試験は土

壌環境基準に定められたものであり、今回、下水汚

泥焼却灰の農地への施肥を想定していることから、

比較対象としては適切であると思われる。本試験に

おける流出量は、No.4 の流出のピークである 12 月 6
日の流出量を用いた。比較結果は図 4.11 の通りであ

った。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.11 環告 46 号試験との比較 
（Al, Fe など土壌からの流出量が非常に大きく、環

告 46 号の試験結果を上回っている元素は除く） 
 
 結果、一部の元素で環告 46 号の試験結果を上回る

結果となった。原因の一つとして、本試験では、溶

出液のみならず、SS 粒子やコロイド粒子由来の金属

類についても測定していることが挙げられた。特に、

前述した通り、試験開始当初は、ほとんどが SS 粒

子の流出によるものと思われた。従って、実際の農

地においても、SS 粒子の流出の可能性があるかどう

かがポイントであり、仮に流出するのであれば、そ

れを含んだ状態で評価することに問題は無いと思わ

れた。また、環告 46 号試験では蒸留水を用いて溶出

を行ったのに対し、本試験では若干酸性側と思われ

る降雨により流出を行ったことも原因と思われるが、

実環境を再現した試験という観点から見れば、やは

り問題は無いと思われた。 
 
4.3 まとめ 

下水汚泥焼却灰を混合した各種土壌に対するライ

シメーター試験を実施し、降雨に伴うライシメータ

ーからの浸出水を分析することで、以下の事項が明

らかとなった。 
1)焼却灰が投入された両方の系の浸出水の Ca, K, 

Mg, Na, B, Zn, Se, Mo, Cd, Te, Ti の濃度は、焼却灰

が投入されていない両方の系の浸出水と比べて、

いずれも高かった。ただし、これらの濃度の差は

ごくわずかな物もあり、焼却灰による影響である

かどうかは今後、調査を重ねて解析する予定であ

る。 
2)各元素の流出量の時間変化を整理したところ、流

出の傾向は、4 グループに大別できた。 
3) 水田土(No.2)及び水田土＋焼却灰(No.4)の各元素

について、金属類含有量、SS 濃度、総流出量を元

に、SS 粒子由来、及びコロイド粒子・溶出液由来

の流出量がそれぞれ推定したところ、No.2 はコロ

イド粒子・溶出液由来のものが多く、No.4 は SS
粒子由来のものが多かった。 

4) 実雨水による浸出水と環告 46 号試験による溶出

水を比較したところ、一部の元素で環告 46 号の試

験結果を上回った。 
 
参考文献 
1)浅海重夫編、大学テキスト土壌地理学、古今書院発行、

2001. 
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5. 下水中の栄養塩を活用した藻類の培養 

水質改善の遅れている三大湾や湖沼等の閉鎖性水

域において、窒素・リンの流入負荷を削減すること

で富栄養化を解消し、赤潮･青潮やアオコの発生を抑

制するなど、公共用水域のより一層の水質改善を進

めることが求められている 1)。 
 下水道事業は大量の温室効果ガスを排出している

事業であり、普及の促進、高度処理化、合流改善の

推進等により、今後も温室効果ガス排出量の増加が

見込まれる事業である。このため、下水道事業にお

いても積極的に地球温暖化対策に取り組むことが求

められている 2)。 
 一方で、従来のバイオディーゼル原料（Jatropha
や Coconut など）に比べて単位面積当たりの収穫量

が 10 倍以上 3)で、食料に競合しない新世代型の藻類

からのバイオディーゼル 4)が注目されている。従来、

石炭火力発電所から排出された CO2を用いて、ポン

ド内の高脂質含量の藻類からのバイオディーゼルを

生産する研究プログラムが実施されてきた 5)。当時

としては石油系ディーゼル燃料と比べて高コストで

あることが課題として挙げられている。また、藻類

を排水処理プロセス及び燃料元として使うことが経

済的観点などから有利であることが指摘されてい

る 5),6),7)。さらに、藻類を利用することによって排水

処理に、栄養塩除去 7),8)、重金属除去 8)、工業汚染物

質除去 8)を付加する事も期待されている。 
 排水処理の一つに、High Rate Algal Ponds (HRAPs)
がある。HRAPs は、滞留時間 2-8 日間、水深 0.2-1m
で継続的に攪拌されたポンドであり、藻類の光合成

による酸素供給によって、排水中の溶解性有機物が

従属栄養細菌によって好気分解するのを促進する方

法である 9)。この HRAPs は現在、経済的に実施可能

で、かつ、最小の環境影響でバイオ燃料への変換の

ために藻類を生産することができる唯一の方法と考

えられている 10)。また、藻類の収穫量の最適化には、

CO2 添加、藻類種の制御、捕食生物や寄生生物、生

物凝集に関する知見が必要であるが、HRAPs におけ

るこれらの情報が不足していると考えられている 10)。 
 HRAPs の屋外試験がニュージーランドで夏に行

なわれており、表面積 31.8m2、水深 0.3m、容量 8m3

のポンドにて、表面流速 0.15m/s、CO2添加、滞留日

数 4 日および 8 日で運転したところ、藻類平均生産

量 16.7g/m2/day および 9.0 g/m2/day、沈殿池における

回収率は、それぞれ、69%、83%が報告されている。

この 2 池の藻類優占種は、 Scenedesmus sp、

Microactinium sp、Pediastrum sp、Ankistrodesmus sp で

あった 11)。 
これら状況を参考に、藻類による下水処理の高度

化を検討する。高度化方策として、下水の藻類によ

る生物処理（二次処理）への代替や二次処理水のさ

らなる付加処理、汚泥濃縮や脱水の分離液および汚

泥消化の脱離液の栄養塩除去などが考えられるが、

本研究では、国内における導入可能性の観点および

藻類の繁殖性の容易さから、まず二次処理水のさら

なる付加処理について実現可能性を評価することと

した。 
 
5.1 下水処理水を用いた回分式藻類培養実験 

 下水処理水中に含まれる藻類胞子および栄養塩な

どによる、下水処理水単体が持つ藻類繁殖能力の把

握、培養条件（流速、日数）の差異による生物種の

違い、増殖速度を確認するため、下水処理水のみに

よる回分式の藻類培養実験を行なった。 
 
5.1.1 実験方法 

下水処理場に流入する下水を二次処理(反応槽容

量:0.5m3、反応槽 HRT:8hour)した処理水を 2L 三角フ

ラスコ 4 個に 2L ずつ入れ、各フラスコを人工気象

器（株式会社日本医化器械製作所）内で、表-5.1 に

示した 4 条件にて培養した。実験に用いた培養液は、

下水処理水にまれに流出する大型の粒子の影響を実

験から除外するため、1 時間静置後の上澄みを用い

ることとし、CODcr:28.6mg/L、SS:8.5mg/L であった。

攪拌はマグネッチックスターラーおよび回転子を利

用した。 
培養前後のクロロフィル a および b、全りん(TP)、

溶解性全りん(DTP)、全窒素(TN)、溶解性全窒素

(DTN)、りん酸イオン態りん(PO4-P)、アンモニア性

窒素(NH4-N)、亜硝酸性窒素(NO2-N)、硝酸性窒素

(NO3-N)、無機性炭素(IC)、有機性炭素(TOC)を分析

した。また、培養後の試料について、藻類の同定を

行なった。クロロフィル a および b は、河川試験方

法（案）12)に準拠することとし、全りんおよび全窒

素は、前処理として下水試験方法 13)の全窒素分析の

銅・カドミウムカラム還元法における水酸化ナトリ

ウム－ペルオキソ二硫酸カリウム溶液で 120℃30 分

間加熱分解した。連続流れ分析装置(TRAACS 2000、
BRAN+LUEBBE 社)を用いて分析を行なった。ただ

し、クロロフィルおよび溶解性サンプルの分析は、

粒子保持能（保持効率 98%）2.7μm のガラス繊維ろ
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紙(GF/D, Whatman 社)のろ液を用いた。無機性炭素

および有機性炭素の分析には、TOC-5000 及び

ASI-5000 (Shimadzu corporation）を用いた。光量子束

密度は、ポータブル光量子束密度計(Quantum Meter 
QMSW-SS, Apogee Instruments, Inc.)を用いてフラス

コの設置場所の中心点で測定した。藻類の同定は、

平成 18 年度河川水辺の国勢調査マニュアル 14)に準

拠し藻類の同定を行なった。藻類の同定方法の詳細

は次項に示した。 
 

表-5.1 実験条件 
 
 
 
 
 
 

 
5.1.2 藻類の同定方法 

①濃縮は静置沈殿法にて行なった。試料を 24～36
時間以上静置沈殿させ、試料の約 2/3 の上澄みをサ

イホンで除去し、残りを試料容器の約 1/3 容量の容

器に移し入れる。以上の操作を沈殿管に入る量（50
～100mL）まで順次行なう。沈殿管に試料を入れ 24
～36 時間以上静置した後、最終的に 20mL になるよ

うにアスピレーターで上澄みを除去し濃縮した。 
②濃縮した試水を十分に攪拌した後、オートピペッ

ターを用いて 0.1mL サブサンプルを採取した。 
③採取したサブサンプルを 0.5mm 間隔の界線入り

スライドガラス上に乗せ、18×24mm のカバーガラ

スをサブサンプルに被せた。 
④100～400 倍率の正立顕微鏡にて検鏡を行い、生細

胞を対象に文献 15)～22)を用いて種の同定を行った。

計数は、界線に沿って顕微鏡下で種毎に細胞数、群

体数（糸状体）をカウントした。カバーガラスのか

かった範囲を分割して行うが、偏りがないように計

数した。分析結果表には出現した種をそれぞれの出

現割合と計数値を示した。なお珪藻綱の観察は、殻

の形態が観察し易いように以下の方法でプレパラー

トを作成し 1000 倍率にて観察を行なった。0.1mL サ

ブサンプルを乗せたカバーガラス（18×18mm）を

電熱線コンロで 2 時間くらい熱する。マイクロスラ

イドガラス(大きさ 76×26mm 厚さ 0.9～1.2mm)に封

入剤（Mountmedia、和光純薬㈱）を 1 滴程度乗せ、

熱したカバーガラスの表面（試料が乗っていた面）

が封入剤に接するように被せた。 
 
5.1.3 実験結果 

実験の状況を写真-5.1～5.4 に示した。ほぼ無色透

明の下水処理水が培養 7 日目には鮮やかな緑色にな

り、藻類そのものや栄養源を供給することなく増殖

することが確認された。ただし、予備実験（データ

非掲載）の際と比べて着色速度は遅く、下水処理水

の違いによって増殖速度に差異が生じるものと考え

られる。また、攪拌が無い場合には、底部のみが緑

色に変化した。 
 

 写真-5.1 培養 0 日目 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-5.2 培養 3 日目 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 培養温度 照明点灯時間 光量子束密度 培養日数 攪拌の有無 

単位 ℃ 時間/日 μmol m-2 s-1 日 － 

RUN-1 無し 

RUN-2 
7 

有り 

RUN-3 無し 

RUN-4 

24 12 78 

18 
有り 
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写真-5.3 培養 7 日目（左:RUN-1、右 RUN-2） 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
培養に用いた下水処理水と各実験条件で培養され

た下水処理水の水質分析結果を表-5.2 に示した。培

養の前後では、溶解性全りんは 98%(RUN-3)、
95%(RUN-4)低下し、溶解性全窒素は、53%(RUN-3)、
48%(RUN-4)低下し、藻類によるものと考えられる栄

養塩除去の可能性が示された。クロロフィル a およ

び b は培養によって増加した。培養 7 日目のサンプ

ル(RUN-1,2)は、攪拌の有無による差異が生じていた

が、培養 18 日目のサンプル(RUN-3,4)は、その差異

は見られなかった。また、溶解性全りんは、培養 7
日目にはあまり減少しなかったが、培養 18 日目には

ほとんど失われていた。典型的には、生物は重量で

7:1 の N:P 比を必要とされており 23)、18 日目時点で

失われていた溶解性全窒素:溶解性全りんは概ね一

致しており、りんが藻類の増殖を制限しているもの

と考えられた。 
各実験条件で培養された下水処理水中の藻類同 

定結果を表-5.3 に示した。各条件での優占種は、

RUN-1～4 において、それぞれ、Chlamydomonas sp. 
( 写 真 -5.5), Chlorolobion braunii ( 写 真 -5.6), 
Chlorococcaceae (写真 -5.7), Chlorococcaceae (写真

-5.8)であり、いずれも緑藻網であった。培養 7 日目

(RUN-1,2)においては、藍藻網および珪藻網がわずか

ながら検出されたが、培養 18 日目(RUN-3,4)におい

ては、それらがほとんど検出されず、観察された藻

類の種類が少なかった。以上のとおり、培養条件（流

速、日数）の差異により生物種が異なっていた。ま

た、観察された細胞数は、培養 7 日目、18 日目で差

はあまり無かったが、クロロフィル a および b の差

異と傾向が異なっており、今後の検討が必要と考え

られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-5.4 培養 18 日目（左:RUN-3、右 RUN-4）
（ただし撮影前の運搬により内容物が若干乱れ

ている） 

項目 クロロフィルa クロロフィルb TP DTP TN DTN PO4-P NH4-N NO2-N NO3-N IC TOC
単位 mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L
培養前 0.4 0.2 1.18 1.01 14.0 12.9 0.94 4.1 0.5 12.3 16.9 9.8
RUN-1 73.9 13.7 * * * * 0.81 2.9 0.5 7.0 13.4 8.3
RUN-2 31.4 8.2 * * * * 0.89 3.5 0.6 6.8 14.6 7.8
RUN-3 594. 182. 1.01 0.02 12.8 6.1 <0.02 0.2 0.3 4.4 7.9 9.8
RUN-4 585. 187. 0.98 0.05 12.1 6.7 <0.02 0.1 0.3 3.9 5.9 9.4

表-5.2 培養に用いた下水処理水と各実験条件で培養された下水処理水の水質分析結果 

アスタリスク(*)は測定しなかった項目を示す。 

“<0.02”は、測定値が定量下限値以下であったことを示す。 
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写真-5.5 RUN-1 で優占した Chlamydomonas sp. 

写真-5.6 RUN-2 で優占した Chlorolobion braunii 

写真-5.7 RUN-3 で優占した Chlorococcaceae 

写真-5.8 RUN-4 で優占した Chlorococcaceae 

No. 門 綱 目 科 種名　　　　　 ％ 計数値 ％ 計数値 ％ 計数値 ％ 計数値

1 藍色植物門 藍藻綱 ネンジュモ目 ユレモ科 Oscillatoria sp.* 0.1 1 0.2 2 0.1 1 (15),(19)
2 不等毛植物門 珪藻綱 中心目 タラシオシラ科 Cyclotella meneghiniana 0.1 1 0.2 2 (21),(22)
3 不等毛植物門 珪藻綱 中心目 タラシオシラ科 Stephanodiscus sp. 0.2 2 0.4 4 (21),(22)
4 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ディアトマ科 Fragilaria tenera 0.6 6 0.6 6 (21),(22)
5 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ナビクラ科 Gomphonema parvulum 0.1 1 0.1 1 (21),(22)
6 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ナビクラ科 Navicula minima 0.1 1 (21),(22)
7 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ナビクラ科 Pinnularia gibba 0.2 2 (21),(22)
8 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ニッチア科 Nitzschia acicularis 0.2 2 (21),(22)
9 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ニッチア科 Nitzschia amphibia (21),(22)

10 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ニッチア科 Nitzschia palea (21),(22)
11 緑色植物門 緑藻綱 オオヒゲマワリ目 クラミドモナス科 Chlamydomonas sp. 58.5 600 9.2 90 1.6 14 2.8 30 (15),(20)
12 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 クロロコックム科 Chlorococcaceae 3.9 40 16.4 160 56.6 510 33.2 360 (15),(18)
13 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 クロロコックム科 Tetraedron caudatum 0.4 4 0.1 1 (15)
14 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 オオキスティス科 Ankistrodesmus falcatus var.falcatus 0.8 8 3.3 32 0.4 4 0.6 6 (15)
15 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 オオキスティス科 Chlorolobion braunii 1.8 18 53.3 520 2.7 24 22.1 240 (18)
16 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 オオキスティス科 Monoraphidium minutum 0.2 2 (15)
17 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Scenedesmus acutus 14.4 148 8.2 80 13.0 117 18.8 204 (15)
18 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Scenedesmus quadricauda 7.8 80 22.3 201 15.5 168 (15)
19 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Scenedesmus spinosus (15)
20 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Scenedesmus sp. 3.1 32 1.6 16 1.3 12 (15)
21 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Tetradesmus wisconsinensis 1.6 16 (15)
22 緑色植物門 緑藻綱 ヒビミドロ目 ヒビミドロ科 Klebsormidium sp. 8.2 84 4.1 40 2.0 18 4.6 50 (15)
23 緑色植物門 緑藻綱 ヒビミドロ目 ヒビミドロ科 Ulothrix sp. 2.4 26 (15),(16)

合計 100.0 1025 100.0 976 100.0 901 100.0 1085
種類数 15 16 9 9

RUN-4RUN-1 RUN-2 RUN-3 参照
文献

表-5.3 各実験条件で培養された下水処理水中の藻類同定結果 

アスタリスク(*)を付した種は群体数（糸状体）を計数した。 
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5.2 下水処理水を用いた半連続式藻類培養実験 

5.2.1 実験方法 

下水処理場に流入する下水を二次処理(反応槽容

量:0.5m3、反応槽 HRT:8hour)した処理水を攪拌器付

セルカルチャーフラスコに 2.7L 入れ、マグネッチッ

クスターラーで攪拌しながら培養した。水理学的滞

留時間が 4 日程度となるように、ポンプで下水処理

水を 1 日に 1 度 0.7L 程度を投入し、オーバーフロー

水が排出された。下水処理水は、4℃の冷蔵状態で保

存し、1 週間ごとに新たなものに取り替えた。培養

温度は 20℃、1 日当たりの点灯時間は 12 時間、光量

子束密度 32μmol m-2 s-1で培養した。フラスコ内部

に空気をポンプで 0.5L/min で送風した。実験に用い

た培養液は、下水処理水にまれに流出する大型の粒

子の影響を実験から除外するため、1 時間静置後の

上澄みを用いることとし、 CODcr:28.6mg/L 、

SS:8.5mg/L であった。培養前後のクロロフィル a お
よび b、全りん(TP)、溶解性全りん(DTP)、全窒素(TN)、
溶解性全窒素(DTN)、りん酸イオン態りん(PO4-P)、
アンモニア性窒素(NH4-N)、亜硝酸性窒素(NO2-N)、
硝酸性窒素(NO3-N)、無機性炭素(IC)、有機性炭素

(TOC)を分析した。分析方法は、前節と同じとした。 
 
5.2.2 実験結果 
実験の状況を写真-5.9～5.10、半連続式反応槽の原

水および処理水の水質を表-5.4、半連続式反応槽中

の藻類同定結果を表-5.5 に示した。運転を始めて安

定期に入った頃(12 日目)には、既に緑色に染まって

いた。水質は前節の回分式試験と同様に、溶解性全

りんおよび溶解性全窒素が減少した。反応槽中のク

ロロフィル a の濃度は、既報 11)と比べて 1/20 程度で

あり、さらなる向上が可能と考えられた。藻類は、

Scenedesmus 科が 96%を占め、単一科の有占が可能

であることが示された（写真-5.11）。 
Scenedesmus acutus の一種である Scenedesmus 

obliquus (Scenedesmus var. actus の synonym15))は、従

前研究が多くあり、通常の緑藻の構成成分中の脂質

含量が 15-17%である 24)ところ、平常時は 12.7%25)

や 17.7%26)であるが、貧窒素状態で 43%まで向上す

ることが報告されている 25)。脂質の成分構成は、リ

ノール酸や不飽和脂肪酸が高いことから、バイオデ

ィーゼルの生産に適した種と考えられている 26)。ま

た、人工下水中の Scenedesmus obliquus の培養によ

ってpH9-10程度の高pH及びエアレーションによっ

てアンモニアストリッピングが発生することも確認

されている 27)。高密度の Scenedesmus 科を用いて、

数時間のうちに下水処理水中のりん酸イオン態りん、

アンモニア性窒素を 100%除去可能であることが報

告されている 28)。Scenedesmus incrassatulus により、

人工下水中の重金属（クロム、銅、カドミウム）が

除去可能であることが報告されている 29)。これらの

特性から Scenedesmus 科を用いて下水処理を高度化

することは有望であると考えられた。 
 

写真-5.9 半連続式反応槽の様子（実験 0 日目） 
 

 
 写真-5.10 半連続式反応槽の様子（実験 18 日目） 
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項目 クロロフィルa クロロフィルb TP DTP TN DTN PO4-P NH4-N NO2-N NO3-N IC TOC
単位 μg/L μg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L

原水初日採取 0.4 0.2 1.2 1.0 14.0 12.9 0.94 4.1 0.5 12.3 16.9 9.8
原水中間日採取 * * 0.9 0.9 8.6 6.6 0.81 2.9 0.5 7.0 14.9 6.1
半連続式処理水 234. 79. 1.3 0.04 12.6 4.1 <0.02 0.2 0.3 2.0 7.1 10.9

  

アスタリスク(*)は測定しなかった項目を示す。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真-5.11 半連続式反応槽で優占した Scenedesmus 

acutus 
 
5.3 まとめ 

本調査より以下の事項が明らかになった。 
1) 回分式試験の結果から、ほぼ無色透明の下水処

理水が培養 7 日目には鮮やかな緑色になり、藻 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

類そのものや栄養源を供給することなく増殖す 
ることが確認された。ただし、下水処理水の違 
いによって増殖速度に差異が生じた。 

2) 回分式試験の結果から、培養の前後では、溶解

性全りんは 98%(攪拌無し)、95%(攪拌有り)低下

し、溶解性全窒素は、53%(攪拌無し)、48%(攪
拌有り)低下し、藻類によるものと考えられる

栄養塩除去の可能性が示された。 
3) 回分式試験の結果から、培養 7 日目のサンプル

は、攪拌の有無により増殖した生物種に差異が

生じていたが、培養 18 日目のサンプルは、そ

の差異は見られなかった。 
4) 回分式試験の結果から、溶解性全りんは、培養

7 日目にはあまり減少しなかったが、培養 18
日目にはほとんど失われていた。 

5) 典型的には、生物は重量で 7:1 の N:P 比を必要

とされているが、回分式試験の結果から、18

No. 門 綱 目 科 種名　　　　　 ％ 計数値

1 藍色植物門 藍藻綱 ネンジュモ目 ユレモ科 Oscillatoria sp.* (15),(19)
2 不等毛植物門 珪藻綱 中心目 タラシオシラ科 Cyclotella meneghiniana (21),(22)
3 不等毛植物門 珪藻綱 中心目 タラシオシラ科 Stephanodiscus sp. (21),(22)
4 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ディアトマ科 Fragilaria tenera (21),(22)
5 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ナビクラ科 Gomphonema parvulum (21),(22)
6 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ナビクラ科 Navicula minima (21),(22)
7 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ナビクラ科 Pinnularia gibba (21),(22)
8 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ニッチア科 Nitzschia acicularis (21),(22)
9 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ニッチア科 Nitzschia amphibia 0.1 1 (21),(22)

10 不等毛植物門 珪藻綱 羽状目 ニッチア科 Nitzschia palea 0.2 2 (21),(22)
11 緑色植物門 緑藻綱 オオヒゲマワリ目 クラミドモナス科 Chlamydomonas sp. (15),(20)
12 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 クロロコックム科 Chlorococcaceae 2.5 27 (15),(18)
13 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 クロロコックム科 Tetraedron caudatum (15)
14 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 オオキスティス科 Ankistrodesmus falcatus var.falcatus 0.7 8 (15)
15 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 オオキスティス科 Chlorolobion braunii 0.8 9 (18)
16 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 オオキスティス科 Monoraphidium minutum (15)
17 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Scenedesmus acutus 66.2 711 (15)
18 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Scenedesmus quadricauda 28.5 306 (15)
19 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Scenedesmus spinosus 0.4 4 (15)
20 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Scenedesmus sp. 0.6 6 (15)
21 緑色植物門 緑藻綱 クロロコックム目 セネデスムス科 Tetradesmus wisconsinensis (15)
22 緑色植物門 緑藻綱 ヒビミドロ目 ヒビミドロ科 Klebsormidium sp. (15)
23 緑色植物門 緑藻綱 ヒビミドロ目 ヒビミドロ科 Ulothrix sp. (15),(16)

合計 100.0 1074
種類数 9

参照
文献

半連続処理

“<0.02”は、測定値が定量下限値以下であったことを示す。 

表-5.4 半連続式反応槽の原水および処理水の水質 

表-5.5 半連続式反応槽中の藻類同定結果 

アスタリスク(*)は測定しなかった項目を示す。 
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日目時点で失われていた溶解性全窒素:溶解性

全りんは概ねこの比率と一致していた。また、

本実験条件ではりんが藻類の増殖を制限して

いるものと考えられた。 
6) 回分式試験の結果から、培養条件（流速、日数）

の差異により生物種が異なっていた。 
7) 半連続式試験の結果から、溶解性全りんおよび

溶解性全窒素が減少した。 
8) 半連続式試験の結果から、藻類は、Scenedesmus

科が 96%を占め、単一科の優占が可能であるこ

とが示された。 
9) 半連続式試験の結果から、Scenedesmus 科を用

いて下水処理を高度化することは有望である

と考えられた。 
 
参考文献 
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6. 藻類を用いたメタン発酵の可能性の検討 1) 

下水処理により汚水中の有機物や栄養塩類の除去

が行われた処理水は、放流先の基準を満足した状態

で公共用水域に放流されている。しかしながら、処

理水中に含まれている微量の塩類を栄養として藻類

が最終沈殿池や修景用水路で繁茂することが報告さ

れており、藻の繁茂を防ぐための研究がなされてい

る 2),3)。 
処理水中に繁茂する藻類を下水処理場から得られ

る資源として活用する可能性について探るため、メ

タン発酵の可能性について検討を行った。 
 
6.1 実験方法 

2009 年 10 月中旬から、A 処理場内に設置した図

-6.1 に示す水路に、二次処理水を 200L/day で連続し

て供給した。期間中の二次処理水の代表的な水質項

目は図-6.2 のとおりであった。約 3 ヶ月間後に、プ

ランクトンネットを用いて発生した藻類を回収した。

ほぼ同時期に採取した藻類は表-6.1 に示すように、

Chlamydomonas sp.をはじめとした緑藻が支配的で

あった。得られた藻を、遠心分離機（KOKUSAN 
H-80F）で 20 分間 3,000rpm の条件で濃縮を行い、図

-6.3 に示す濃縮藻類を得た。濃縮藻類の基本的な性

質については表-6.2 のとおりであった。 
 次に濃縮した藻類を用いて、消化実験を行った。

B 処理場の消化汚泥と表-6.3 に示す割合で混合し、

720ml のバイアル瓶にブチルゴムとアルミ栓で密栓

を行い、2 週間にわたり 35℃に保たれた恒温室で静

置した。攪拌は一日に一回程度、手動により実施し

た。実験期間中、気相の分析として、発生ガス量、

発生ガスの CH4・CO2・N2 濃度分析(島津製作所 
GC-2014ATF)、液相の分析として、pH、TS/VS(下水

試験法)、有機酸(DIONEX IC20 Ion Chromatograph)、
NH4-N(ブラン・ルーベ社製 TRAACS2000)を実施し

た。発生ガス量の測定方法には、シリンジを用いて

バイアル瓶の内部の圧力が大気圧になるまで引き抜

いたガス量から計算して求めた。 
気相の測定時期については表-6.3 のとおりである。

液相の諸項目については、開始時と 13 日後に pH、
TS/VS、有機酸、NH4-N について測定を行った。中

間の 5日目にシリンジにより 40mLほど引抜き、pH、

有機酸、NH4-N について分析を行った。 
藻類の可溶化処理は、TS4.5%に調整した試料をポリ

エチレン瓶に封入し、瓶ごと 50℃の恒温水槽に 24
時間温浴することで行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6.1 藻類を採取した水路 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6.2 藻発生期間中の二次処理水の変動 
 
表-6.1 水路で発生した藻類の細胞数分析結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：％

№ 門 綱 目 科　 種名 割合

1 藍色植物 藍藻 ネンジュモ ユレモ Oscillatoria limnetica  * 1.6

2 Oscillatoria  sp. * 0.1

3 不等毛植物 珪藻 中心 タラシオシラ Cyclotella meneghiniana 0.2

4 羽状 ディアトマ Fragilaria sp. 5.4

5 ナビクラ Gomphonema parvulum 0.2

6 Navicula minima 2.6

7 Navicula saprophila 0.3

8 Navicula subminuscula 0.9

9 Navicula sp. 0.1

10 ニッチア Nitzschia amphibia 0.2

11 Nitzschia frustulum 0.3

12 緑色植物 緑藻 オオヒゲマワリ クラミドモナス Chlamydomonas sp. 61.4

13 クロロコックム オオキスティス Ankistrodesmus falcatus 0.9

14 クロオコックム セネデスムス Scenedesmus acutus 19.9

15 Scenedesmus quadricauda 1.0

16 Scenedesmus spinosus 0.2

17 Scenedesmus spp. 4.7

種類数 17

合計 100.0

注1）アスタリスク(*)を付した種は糸状体数を計数した。

注2）Chlamydomonas sp.は非運動細胞（パルメラ・ステ－ジ）
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表-6.2 濃縮藻類の性状 

TS(g/L) 89.1 C　(％) 36.3
VS(g/L) 63.4 H　(％) 5.5
VS/TS 0.71 N　(％) 6.1

C/N 5.9

濃縮藻類のTS,VS TSの組成

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－6.3 濃縮藻類 
 

表-6.3 消化実験の実験条件 
 

 
 
 
 
6.2 結果・考察 
濃縮藻類を投入した系も濃縮汚泥と同様に順調に

発酵が進んでおり、酸敗やアンモニア阻害等の問題

は発生しなかった。pH は、藻類・濃縮汚泥の基質投

入を行った系では実験開始時には 7 程度であったが

13 日後には 7.5 となり、基質を投入していない対照

系と同じ値を示した。有機酸は、実験開始時には可

溶化処理を行っていない藻類で約 400mg/L、可溶化

処理を行ったものでは 1800mg/L 程度測定されてお

り、加温による可溶化の効果が認められる(図-6.4)。
吉草酸を除き 5 日目には消費されており、いずれの

系でも 13日後の有機酸は合計しても 10mg/L以下で

あった(図-6.5)。 
実験結果から、各基質単独での分解率は表-6.4 に

示す結果となった。今回の実験結果では濃縮藻類の

分解率は、汚泥の 7 割程度であった。可溶化処理を

することで分解率は悪くなっているが、これは実験

開始時の時点ですでに分解が進んでいたため、見か

け上分解率が悪くなっていると考えられる。 
藻類をメタン発酵することで得られたバイオガス

の組成は、概ね CH4：CO2＝65：35 となり、下水汚

泥の消化ガスとほぼ同等のガス組成となっていた。 
投入 VS あたりのガス総発生量は 290 ml/g-VS(可

溶化なし)、250 ml/g-VS(可溶化)であった。初期の配

合比が異なる濃縮汚泥 270 ml/g-VS と比べて大きな

違いがなく、消化汚泥から発生するガス量はわずか

であることから、濃縮藻類のガス発生倍率は概ね濃

縮汚泥の 7 割程度であると推察される。 
ガス発生量の経時変化では、藻類では実験開始か

ら 62 時間後まではガスがほぼ一定量発生し続けて

いた(図-6.6)。濃縮汚泥では 10-24h 後にピークを迎

えており、藻類は汚泥と比べてガス化に時間を要す

る傾向が見られた。 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図-6.4 実験開始時の有機酸濃度 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-6.5 有機酸の推移 
 
 
 

※ここでいう有機酸とは、ギ酸･酢酸･プロピオン酸･酪酸･吉草酸･

乳酸･コハク酸の合計値をさす。 

No. 配合比

１ 消化汚泥のみ　(対照系) 10h 24h 48h 164h 284h 306h

２ 濃縮汚泥＋消化汚泥　 TS比　１：２ 10h 24h 48h 62h 82h 164h 284h 306h

３-1 濃縮藻類＋消化汚泥　 TS比　１：１ 10h 24h 48h 62h 82h 164h 284h 306h

３-2 濃縮藻類(可溶化)＋消化汚泥　 TS比　１：１ 10h 24h 48h 62h 82h 164h 284h 306h

* 無印はガス量のみ測定、下線はガス量とガス組成を測定
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図-6.6 投入 VS 単位時間当たりガスの発生量の推

移 
 

表-6.4 各基質の分解率 
 

 
 
 
 
 
 
 
6.3 まとめ 
本調査の結果、以下の事項が明らかとなった。 

1) 二次処理水を流した水路に繁茂する藻類を資源

として積極的に活用するために、メタン発酵に

ついて検討を行ったところ問題なく発酵が進ん

でいた。 
2) VS 分解率やガスの発生倍率は濃縮汚泥の 7 割

程度であり、・ガス量も濃縮汚泥と同程度である

が、ガス化に時間を要していた。得られたバイ

オガスはメタン濃度が 65％程度であり、一般的

な下水汚泥を消化した場合と同等の組成であっ

た。また、温水による可溶化を試みたところ、

有機酸の生成等に効果が確認された。 
3) 本研究により、処理場が持つ資産を使って、消

化槽の負荷量を調整する可能性が見出された。

例えば冬季に藻類を栽培し消化槽に投入するこ

とで、消化槽の加温に必要とする消化ガスの発

生量を増加させるといった利用方法も考えられ

る。 
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TS分解率 VS分解率

消化汚泥 5.9 8.5

濃縮汚泥 67.2 72.4

濃縮藻類 41.0 54.7

濃縮藻類
(可溶化)

33.4 43.4
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Abstract ：Water quality must be improved in several closed water areas where eutrophication has advanced. Taking 
advantage of the nutrient in wastewater treatment plants to recover and produce resources can decrease nutritive salts in 
treated wastewater. Furthermore, recovered and produced resources are expected to be utilized as alternatives to fossil fuels to 
mitigate global warming. Therefore, treated wastewater is used to culture small algae under varying conditions such as 
culturing days, speed, and experiment type: batch experiment and semi-continuous experiment. The results have confirmed 
that culturing small algae in treated wastewater is possible without artificially adding nutrients and strains, and have identified 
the small algae cultured by treated wastewater under these conditions. It is assumed that the growth of these small algae is 
restricted by a lack of phosphorus. In addition, low and high solid concentrations of sewage are electrolyzed, confirming the 
recovery of phosphate by this method.  
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